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第一事件
【事実の概要】
Société par actions simplifiée Logistics organisation Grimonprez（LOG簡
易株式発行会社。以下，「LOG社」という）は，Services immobiliers logistiques
社（SIL 社），ＡおよびＸにより設立され，Ｙが社長を務めている。なお，SIL
社は，Ｙが資本の過半数を保有し，かつ支配している。
LOG社の定款14条（以下，「本件定款条項」という）には，一定の事由2
がある場合に社員を除名することができる旨が定められていたところ，Ｘは，
会社が行う活動と競合する活動を行ったとして LOG社から除名された。Ｘ
の除名は LOG社の総会により決議され，決議の際にＸは投票に参加できな
かった。本件定款条項に，除名の決議方法について，「除名は，議決権を有
する社員の票の過半数により決定する社員の合議による決議をもって言い渡
される；除名を言い渡される可能性のある社員は，投票に参加せず，当該社
員の株式は過半数の計算について考慮されない」と定められていたからであ
る。そこで，Ｘは，当該定款条項は違法（irrégularité）であるとして，Ｘ
1 Cass. com., 9 juill. 2013, n°11-27235 et n°12-21238, Bull. civ., Ⅳ, n°123 et n°124.
2 本件定款条項には，次の8つの除名事由が列挙されていた。①定款違反，②会社により
行われる活動と競合する活動の直接または間接の実行，③会社受任者の職務からの社員の
解任，④社員に対して下された有罪判決，⑤少数派社員の株式が差押えまたは商事質の対
象となり，これらの措置から1か月以内に当該差押えまたは商事質の解除がなされなかっ
た場合，⑥少数派社員が，会社に対する不誠実なライバル本人，または会社の利益または
イメージをひどく侵害する個人的行動の行為者である場合，⑦少数派社員が，繰返しかつ
会社利益に基づいた客観的な正当事由（jusitification）なく，会社の業務執行または戦略
を妨げた場合，⑧直接または間接の親等がどうであれ，会社の家族的な性質を考慮して，
社員が《Grimonprez》家の一員ではない，またはもはや一員ではない場合。
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の除名を言い渡した総会決議の取消を求めて，LOG社とＹを呼び出した。
また，民事訴訟法典第145条に基づく鑑定措置についても請求した。
Douai 控訴院2011年9月15日判決は，Ｘの除名を決定した社員総会決議を
取り消し，Ｘの復職を命じた。そこで，LOG社とＹは次の4つの破毀申立
理由により破毀申立を行った。
①当事者は，請求の根拠に用いる事実の証明責任を負う。したがって，定
款の文言にかかわらずＹはＸに投票に参加することを提案したことが証明さ
れた以上，当該提案が後に撤回されたことをＸが証明すべきであるにもかか
わらず，当該提案の継続とＸが当該提案を拒否したことの証明責任を LOG
社とＹに負わせたことにより，控訴院は民法典第1315条および民事訴訟法典
第9条に違反した。
②略式であっても，根拠とする証拠の内容（element）を明確にし，それ
らの分析を行うのは裁判官の義務である。投票に参加するという提案が定款
に違反してなされたというＸの弁護士によりなされた指摘に回答して，裁判
官はこれらの主張の根拠となった証拠書類を略式であっても明確にすること
なく，ましてや分析することもなく，Ｙは思い直して上記提案を撤回したと
判断することにより，控訴院は民事訴訟法典第455条の要求を無視した。
③会社の無効による制裁を受けない強行規定に違反する定款条項は，すべ
て記載がないものとみなされる（民法典第1844‐10条第2項）。しかしながら，
控訴院は，民法典第1844条に反する定款規定は記載がないものとみなされ，
適用することができない場合，当該定款規定を変更する権限はＹになく，商
法典 L．227‐19条により社員全員の合意により変更する必要があると述べる
ことにより，民法典第1844‐10条に違反した。
④すべての社員が合議による決議に参加する権利を有しているとしても，
可決された決議への投票の潜在的な影響がある場合にのみ，当該権利の不遵
守は取消により制裁される。したがって，控訴院は，Ｘがいかなる不利益も
被らなかったことを調査することなく決議の取消を言い渡したことにより，
民法典第1844条および第1844‐10条に照らして，判決の法的根拠を奪った。
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【判旨】
民法典第1844条第1項および第4項によれば，社員はすべて合議による決
議に参加し，投票する権利を有し，かつ，定款は，法律により定められた場
合においてのみ，当該規定の適用を除外することができる。また，同法典第
1844‐10条第2項によれば，反対の定款条項は記載されていないものとみな
される。控訴院は，①Ｘの除名について決定するように呼びかけられた総会
を招集した根拠である本件定款条項は，上記の法規に反すること，②係争中
の定款条項を思うままに変更する権限は会社社長になく，社員全員の合意に
より変更する必要があること，③Ｘの除名は，強行法規に反し，したがって
すべて記載されていないものとみなされる定款条項を根拠として行われたこ
とを明らかにしたことにより，除名を言い渡した決議は取り消されるべきで
あると正当に結論した。したがって，破毀申立理由には理由がない3。
第二事件
【事実の概要】
第一事件に関する提訴後，LOG社の社長は非常総会を招集し，「除名を言
い渡される可能性のある社員は投票に参加しない」とする部分を本件定款条
項から削除する決議を多数決により可決した（以下，「本件定款変更決議」
という）。そこで，Ｘは，本件定款変更決議は全員一致の原則に服すると主
張し，本件定款変更決議が可決されていないことを確認することを求めて提
訴した。
Douai 控訴院2012年5月24日判決はＸの請求を認容したため，LOG社と
Ｙは次のような破毀申立理由により破毀申立を行った。LOG社とＹは，法
律が記載されていないものとみなす条項について，記載されていないものと
みなすと表明されることを目的とする請求を申し立てられた裁判官は，当該
3 破毀院は，証拠調べに関する違反があったとして，第一事件について破毀自判している。
すなわち，破毀院は，証拠調べは，すべての手続の前に民事訴訟法典第145条に基づいて
請求またはレフェレによってのみ命令されることができるにもかかわらず，控訴院は裁判
官として請求またはレフェレについて判断しなかったため，その権限を超え，同条文に違
反したと判示した。
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請求に応じるべきであるにもかかわらず，本件定款条項は民法典第1844条第
1項の強行法規に反している点で本件定款条項は記載されていないものとみ
なすと述べることを拒否し，非常総会でなされた決議は裁判官の権限ではな
く社員の全員一致の投票によりなされるべきであるとする判決理由は誤って
おり，控訴院は民法典第1844条第2項および民事訴訟法典第4条・第12条に
違反したと主張する。
【判旨】
「定款条項が強行法規に反しているため，定款条項の変更を命じることに
より会社機関を代替することは，裁判官の権限に含まれない」として破毀申
立を却下した。
【研究】
1 本判決の意義
簡易株式発行会社（Sociétés par actions simplifiées）において，一定の事
由がある場合に社員を除名することができる旨を定款に定めることができる
（商法典 L．227‐16条）。
本件において，LOG社が，会社の活動と競合する活動を行った社員を本
件定款条項により除名したところ，当該社員は，除名を言い渡される可能性
のある社員は除名を決議するための投票に参加することができない旨を定め
る本件定款条項は違法であるとして提訴した（第一事件）。また，第一事件
の係争中，LOG社の社長は本件定款条項を正規化しようとして，非常総会
を招集し，除名を言い渡される可能性のある社員に除名決議の投票への参加
を認めないとする部分を本件定款条項から削除することを多数決により可決
した。これに対し，第一事件の原告である社員は，本件定款条項は社員全員
の合意がなければ変更することはできないとして，定款変更の決議方法に異
議を唱えた（第二事件）。
第一事件について，破毀院は，民法典第1844条第1項に基づき，定款をもっ
てしても除名社員から議決権を奪うことはできないとして，破毀院商事部
2007年10月23日判決4を踏襲している。本判決は，2007年10月23日判決後に
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生じた疑問，すなわち，民法典第1844条第1項に違反した場合にどのような
制裁を受けるかという点について，破毀院が判示したところに本判決の意義
がある。
2 民法典第1844条第1項に違反した場合の制裁
民法典第1844条第1項は，「社員はすべて，合議による決議に参加する権
利を有する」と規定しており，同条文が強行法規であることに争いの余地は
ない5。もっとも，この規定に違反した場合の制裁については同条文に規定
されていないため，「強行規定に違反する定款条項は，すべて記載されてい
ないものとみなされる6」と規定する民法典第1844‐10条第2項に依拠せざる
を得ない7。
ここで，「記載されていないものとみなされる」範囲が問題となる。とい
うのは，民法典第1844‐10条第2項は，「強行規定に違反する定款条項は，す

べ

て

記載されていないものとみなされる」としていることから，本件定款条
項の全部が記載されていないものとみなされるのか，または，「除名を言い
渡される可能性のある社員は，投票に参加せず」の部分，すなわち除名社員
から議決権を剥奪する部分のみを記載されていないものとみなすことができ
るのか，明らかではないからである8。
4 Cass. com., 23 oct. 2007, n°06-16537, Bull. civ., Ⅳ, n°225. 破毀院商事部2007年10月23日判
決については，拙稿「フランス簡易株式組織会社（SAS）における株式譲渡に関する定款
自治の拡大と限界（一）」『佐賀大学経済論集』42巻4号（2009年）75頁，拙稿「定款によ
る除名社員の議決権の剥奪Arts et entreprises 事件」『国際商事法務』39巻5号（2011年）
685頁を参照。
また，社員の議決権に関する判例の変遷については，拙稿「定款による社員の議決権の
剥奪」『佐賀大学経済論集』43巻6号（2013年）93頁以下を参照。
5 Bruno Dondero, note sous Cass. com., 9 juill. 2013, JCP E 2013, 1516; Jean-Claude Hallouin,
obs. sous Cass. com., 9 juill. 2013, D 2013, 2735.
6「記載されていないものとみなされる」の意義について詳細に検討するものとして，
Sophie Gaudemet, La clause réputée non écrit, Economica, 2006.
7 Dondero, op. cit.（注5）。
8 Dondero, op. cit.（注5）；Didier Poracchia, note sous Cass. com., 9 juill. 2013, Bull. Joly
sociétés 2013, p.638.
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この点について，下級審判決は分かれており9，本判決に対する学説の見
解も対立している。学説は，民法典第1844‐10条第2項に用いられている
“clause”（条項）という単語に注目して論じている。一方では，“clause”（条
項）は“stipulation”（条項）よりも範囲が広いとして，本判決と同様，本
件定款条項はすべて記載されていないものとみなすとする見解である10。他
方，除名を検討されている社員に除名決議の投票への参加を認めないとする
条項のみが，ーこの条項には“stipulation”が用いられるー，民法典第1844
条第1項に違反するために記載されていないものとみなすべきであったとす
る見解である11。この見解によれば，“stipulation”と“clause”は同意義で
あるとし，除名社員から議決権を剥奪する部分のみを記載されていないもの
とみなす。
破毀院は，とくに理由を明示することなく，「本件定款条項の全部」，すな
わち社員の除名事由，除名方法，除名手続などのすべてが記載されていない
ものとみなされると判示した。もし除名社員の議決権の剥奪に関する部分の
みを記載されていないものとみなす場合，社員の除名条項そのものは存続す
る。とすれば，除名を検討されている社員が除名決議の投票に参加すること
ができたとしても，当該社員が少数派である限り結局除名されることになる。
除名を社員の多数決により決議する旨が定款に定められている以上，このよ
うな結果は避けられないとはいえ，それでは民法典第1844‐10条第2項の精
神に反すると考えられ，このことが裁判所の判断にも影響したのではないか
とする見解もある12。
9 前者の見解を採るものとして，コルマール控訴院2011年1月18日判決（CA Colmar, 18 jan.
2011, Dr sociétés 2011, n°110, note Myriam Roussille）がある。また，後者の見解を採るも
のとして，グルノーブル控訴院2012年2月9日判決（CA Grenoble, 9 fév. 2012, n°11-03662,
Dr sociétés 2012, n°123, note Dorothée Gallios-Cochet）がある。
10 Poracchia, op. cit.（注8）, p.639。
11 Hallouin, op. cit.（注5）, p.2735。“clause”の意義には言及していないが，本判決を批判
するものとして，Laurent Godon, La sociétés par actions simplifiée, LGDJ, 2014, n°829, p.624.
12 Jean-Jacques Ansault, note sous Cass. com., 9 juill. 2013, Rev. soc. 2014, p.45; Poracchia, op.
cit.（注8）, p.640。
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ところで，LOG社の社長は，本件定款条項の文言に反して，除名を決議
するための投票に参加することを当事者に提案したと主張している。本件に
おいて，この提案が継続し，提案に対する社員の明示の拒否があったかにつ
いて，LOG社は明らかにしていない。しかしながら，本件定款条項が「記
載されていないものとみなされる」以上，裁判所にとって，当該提案の継続
および提案に対する拒否は意味がないとされていた13。
このような，除名が検討されている社員から議決権を奪う旨を定める定款
条項に反して，除名決議の投票に当該社員を参加させた場合に，除名決議が
有効となるかという点については，2014年5月6日に破毀院が判示してい
る14。
破毀院商事部2014年5月6日判決の事案の概要は，次のとおりである。本
件と同様，Socoldis 簡易株式発行会社（Socoldis 社）の定款には社員の除名
について定められており，社員は従業員としての資格を喪失した場合に会社
から除名される可能性があり，除名が検討されている社員は除名決議の投票
に参加することはできないとされていた（Ｓ社除名条項）。Socoldis 社の社
員Ｂは，Ｓ社除名条項に基づいて社員総会の決議により除名された。もっと
も，Ｂは，Ｓ社除名条項に反して，除名決議の投票に参加することが認めら
れ，投票に参加していた。Ｂは，Ｂの除名決議は記載されていないものとみ
13 Arnaud Reygrobellet, note sous Cass. com., 9 juill. 2013, RLDA 2013, p.13.
本件定款条項の文言に反して，除名が検討されている社員を除名決議の投票に参加させ
た場合，定款違反となるのか。定款違反になるとすれば，除名が検討されている社員に除
名決議の投票への参加を認めるためには，まず定款変更をしなければならないのか。社員
の除名に関する定款条項の変更には社員全員の同意が必要となる（商法典 L．227‐19条）。
とすると，本件定款条項を変更した後に除名決議の投票への参加が認められたとしても，
除名が検討されている社員が少数派である限り自らの除名を阻止することができないため，
本件定款条項の変更に反対したうえで，本件定款条項は違法であるとして裁判所に提訴し，
本件定款条項は記載されていないものとみなすとする裁判所の判断を期待することになる
であろう。そこで，本件定款条項の変更に反対したことをもって，反対した社員に少数派
濫用の責任を負わせることは可能であるかという点について検討するものとして，
Ansault, op. cit.（注12）, p.40。
14 Cass. com., 6 mai 2014, n°13-14960, D 2014, p.1485, note Bruno Dondero; Bull. Joly sociétés
2014, p.506, note Renaud Moriter; Rev. soc. 2014, p.550, note Paul le Cannu.
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なされるべき定款条項を適用してなされたとして，除名決議の取消を求めて
提訴した。破毀院は，本件と同様，すべての社員は合議による決議に参加す
る権利を有し（民法典第1844条第1項），定款は法律により定められた場合
においてのみ民法典第1844条第1項の適用を除外することができるとしたう
えで（同条第4項），このことに反する定款条項はすべて記載されていない
ものとみなされるとした（民法典第1844‐10条第2項）。そして，Ｂが除名決
議の投票に参加したとしても，Ｓ社除名条項は記載されていないものとみな
され，当該定款条項に基づいてなされたＢの除名決議は無効であると判示し
た。
2014年5月6日判決において，破毀院は，Ｂが除名決議の投票に参加した
ことは「あまり重要ではない」として，本判決と同様，Ｓ社除名条項は記載
されていないものとみなされるとしている15。
3 社員の除名に関する定款条項の変更
破毀院は，第二事件において，本件定款条項を変更するためには，社員全
員の同意が必要であると判示した。LOG社とＹは，本件定款条項が記載さ
れていないものとみなされる以上，本件定款条項が存在しないものとするこ
とは裁判官の役目であると主張した16。しかし，社員の除名に関する定款条
項は，社員の全員一致によってのみ変更されるとする商法典 L．227‐19条に
より，この主張を正当化することはできない。ただし，商法典 L．227‐19条
を厳格に適用することにより，少数派社員が当該定款条項の変更に反対した
場合，事態の行詰まりを招く危険がある17。
商法典 L．227‐19条に違反して定款変更が決議された場合についてはなん
ら規定がないため，商法典 L．235‐1条との関係が問題となる18。商法典 L．235
15 Ｂの除名決議の投票への参加だけではＢの除名決議を有効とするには不十分であるとし
て，本判決に賛成するものにDondero, op. cit.（注14），p.1487; Mortier, op. cit.（注14），p.507。
16 判決文からは明らかではないが，LOG社とＹは，除名社員から議決権を剥奪する部分
のみを本件定款条項から削除してもらうことを裁判官に求めていたと思われる。
17 Farouja Ait-Ahmed, note sous Cass. com., 9 juill. 2013, D 2013, 2627.
18 Dondero, op. cit.（注5）。
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‐1条第1項は，「会社または定款を変更する行為の無効は，契約の無効につ
いて規定する本編［第2編］または法律の明確な規定のみから生じることが
できる」と規定している。ここで，商法典 L．227‐19条に違反してなされた
定款変更決議は無効であるとする明確な規定がないため，本件定款変更決議
を無効とすることはできないと思われる19。そのため，控訴院は，本件定款
変更決議を無効とするのではなく，可決されていないものとみなすと判示し
たと思われる。
19 社員の合議による決議について定める商法典 L．227‐9条は，その第4項において，「本
条の規定に違反してなされた決議は，すべての利害関係者の請求により無効とされること
ができる」としている。
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